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本
経
済
が
デ
フ
レ
か
ら
イ
ン

フ
レ
経
済
へ
と
転
換
す
る
中
、

日
本
財
政
の
懸
案
で
あ
っ
た

社
会
保
障
予
算
で
も
興
味
深
い
現
象
が

起
こ
り
始
め
て
い
る
。

　
そ
の
象
徴
が
、
２
０
２
５
年
度
に
お

け
る
国
の
一
般
会
計
予
算
案
だ
。
今
回

の
予
算
案
は
約
１
１
５
兆
円
で
、
そ
の

う
ち
最
大
の
支
出
項
目
は
社
会
保
障
関

係
費
の
約
38
兆
円
。
主
な
構
成
は
、「
年

金
」
が
約
13
・
６
兆
円
、「
医
療
」
が
約

12
・
４
兆
円
、「
介
護
」
が
約
３
・
７
兆

円
で
、「
福
祉
等
」
が
約
８
・
３
兆
円
だ
。

　
こ
の
う
ち
、
予
算
上
、
最
も
大
き
な

伸
び
と
な
っ
た
項
目
は
何
か
。
25
年
は
、

団
塊
の
世
代
が
全
て
75
歳
以
上
に
な
る

年
で
あ
る
。
原
則
65
歳
が
受
給
年
齢
で

あ
る
年
金
と
異
な
り
、
医
療
費
や
介
護

費
は
75
歳
以
上
か
ら
増
加
す
る
た
め
、

常
識
的
に
は
「
医
療
」
や
「
介
護
」
と

思
い
が
ち
だ
。
し
か
し
、
財
務
省
の
資

料
に
よ
る
と
、
実
は
「
年
金
」
が
対
前

年
度
比
２
・
２
％
増
と
最
も
伸
び
が
大

き
い
。
次
が
「
福
祉
等
」
の
同
１
・
９

％
増
で
、「
医
療
」
は
同
０
・
８
％
増
、

「
介
護
」
は
同
０
・
２
％
増
に
す
ぎ
な

い
。

　
年
金
の
伸
び
が
大
き
い
の
は
、
支
給

額
の
伸
び
を
抑
え
る
「
マ
ク
ロ
経
済
ス

ラ
イ
ド
」
が
25
年
度
も
発
動
さ
れ
る
も

の
の
、
年
金
給
付
額
の
引
き
上
げ
が
改

定
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
他
方
、
医
療

や
介
護
の
報
酬
改
定
は
原
則
的
に
２
～

３
年
ご
と
で
あ
り
、
24
年
度
が
同
時
改

定
で
あ
っ
た
た
め
、
25
年
度
で
は
基
本

的
に
改
定
さ
れ
な
い
。

　
ま
た
、
内
閣
府
の
政
府
経
済
見
通
し

（
24
年
12
月
）
で
は
、
25
年
度
の
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
１
・
２
％
に
す
ぎ
な

い
が
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
２
・
７

％
と
予
測
し
て
い
る
。
こ
の
予
測
が
正

し
け
れ
ば
、「
年
金
」
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
▲

０
・
５
％
で
お
お
む
ね
横
ば
い
だ
が
、

「
医
療
」
は
同
▲
１
・
９
％
の
伸
び
率
、

「
介
護
」
は
同
▲
２
・
５
％
の
伸
び
率

に
抑
制
で
き
る
こ
と
に
な
る
。
主
な
原

因
は
イ
ン
フ
レ
効
果
に
他
な
ら
な
い
。

　
も
っ
と
も
、
今
年
の
通
常
国
会
で
は
、

自
公
政
権
が
少
数
与
党
で
あ
る
た
め
単

独
で
予
算
を
可
決
で
き
ず
、
与
野
党
の

攻
防
が
激
し
さ
を
増
す
だ
ろ
う
。
国
民

民
主
党
と
は
「
１
０
３
万
円
の
壁
」
の

協
議
、
日
本
維
新
の
会
と
は
教
育
無
償

化
へ
の
対
応
な
ど
が
あ
り
、
そ
の
行
方

も
予
算
に
影
響
を
及
ぼ
す
。
こ
の
注
視

も
重
要
だ
が
、
イ
ン
フ
レ
効
果
が
予
算

に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
も
少
し
考
察

し
て
み
る
こ
と
が
必
要
だ
。
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